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　富山県では中小企業向けに様々な施策や融資を実施しています。本号では、県及び関係機関の主
要施策と融資制度を抜粋して紹介します。

特集₁ 令和4年度 富山県の中小企業向け主要施策及び融資制度

ワクワクチャレンジ創業支援事業

１．対象
　県内で令和₅年₂月末までに創業予定又は
創業後₃年未満の中小企業者等で、出資を受
けることを予定していない方
２．内容
　新規創業される方の事業の実施について必
要な経費の一部を助成
３．補助率・補助限度額
　（1）補助率
　　　1/2以内
　（2）補助限度額
　　　1,000千円
４．お問い合わせ
　（公財）富山県新世紀産業機構
　中小企業支援センター 
　新事業・販路開拓支援課　
　　　TEL 076-444-5602

とやま UIJ ターン起業支援事業
（起業支援金）

１．対象
　県外から富山県に移住し、移住後1年以内
に富山県内で起業（事業承継等を契機とした
創業も含む）を行う方
２．内容
　地域課題に対して「社会性」「事業性」「必
要性」の観点をもって取り組む社会的事業計
画の実施について必要な経費の一部を助成
３．補助率・補助限度額
　（1）補助率  1/2以内

　（2）補助限度額　2,000千円
　この支援金を受けた方は、移転費用の助成
を受けることができます（移住支援金：最大
1,000千円）
４．お問い合わせ
　（公財）富山県新世紀産業機構
　中小企業支援センター
　新事業・販路開拓支援課
　　　TEL 076-444-5602

インキュベーション施設の提供

１．対象
　新事業分野や研究開発に取り組む企業等
２．内容
　情報通信環境を整備したオフィススペース
を低廉な家賃で提供（入居企業には、インキュ
ベーションマネージャーが定期的に訪問し、
経営課題の把握や指導・助言を実施）
３．お問い合わせ
　富山県産業創造センター
　　　TEL 0766-26-5151
　富山県総合情報センター
　　　TEL 076-432-1116
　富山県産業高度化センター
　　　TEL 0766-62-0500

創業を考えている方への支援01
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地域資源活用事業
（とやま中小企業チャレンジファンド）

１．対象
　産地の技術や農林水産品、観光資源等、富
山県が指定する地域資源を活用して行う新商
品・新サービスの開発等を行う中小企業者及
び中小企業者のグループ
２．内容
　新商品、新サービスの開発に要する経費及
び開発した新商品、新サービスの販路開拓事
業に要する経費の一部を助成（生産性向上に
つながるものであること）
３．補助率・補助限度額
　（1）補助率　1/2以内
　（2）補助限度額　5,000千円
４．お問い合わせ
　（公財）富山県新世紀産業機構
　中小企業支援センター
　新事業・販路開拓支援課　
　　　TEL 076-444-5603

農商工連携推進事業
（とやま中小企業チャレンジファンド）

１．対象
　新商品、新サービスの開発等を行う中小企
業者等と農林漁業者との連携体
２．内容
　新商品、新サービスの開発に要する経費及
び開発した新商品、新サービスの販路開拓事
業に要する経費の一部を助成
３．補助率・補助限度額
　（1）補助率　2/3以内
　（2）補助限度額　2,000千円
４．お問い合わせ
　（公財）富山県新世紀産業機構
　中小企業支援センター
　新事業・販路開拓支援課　
　　　TEL 076-444-5603

観光ビジネス支援事業
（とやま中小企業チャレンジファンド）

１．対象
　北陸新幹線敦賀延伸や航空路線等の拡充に
関連して行う新商品・新サービスの開発等を
行う中小企業者及び中小企業者のグループ
２．内容
　新商品開発、新サービス提供等に要する経
費の一部を助成
３．補助率・補助限度額
　（1）補助率　 1/2以内
　（2）補助限度額　1,000千円
４．お問い合わせ
　（公財）富山県新世紀産業機構
　中小企業支援センター
　新事業・販路開拓支援課　
　　　TEL 076-444-5602

販路開拓挑戦応援事業
（とやま中小企業チャレンジファンド）

１．対象
　国内外の見本市等への出展等販路開拓、市
場調査、海外マーケティングを行う中小企業
者及び中小企業者のグループ
２．内容
　販路開拓、市場調査、海外マーケティング
等に要する経費の一部を助成
３．補助率・補助限度額
　（1）補助率　 1/3以内
　（2）補助限度額
　　　①県外250千円（首都圏350千円）、
　　　②国外500千円（県外分との組み合わせ可）
４．お問い合わせ
　（公財）富山県新世紀産業機構
　中小企業支援センター
　新事業・販路開拓支援課　
　　　TEL 076-444-5603

新事業展開を考えている方への支援02
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小さな元気企業応援事業
（とやま中小企業チャレンジファンド）

１．対象
　小規模企業における次のいずれかの要件を
満たす新商品・新技術開発等
・₂社以上の小規模企業の連携によるもの
・商工団体の経営指導等を受けた事業計画に基

づく事業でかつ意見書が添付されているもの
２．内容
　（1）販路開拓、市場調査、海外マーケティ

ング等に要する経費の一部を助成
　（2）新商品・新技術開発等に要する経費の

一部を助成
３．助成率・助成限度額
　（1）助成率　 1/2以内

助成限度額　①県外250千円（首都圏
350千円）、②国外500千円（県外分と
の組み合わせ可）

　（2）助成率　1/2以内
　　　助成限度額　500千円

４．お問い合わせ
　（公財）富山県新世紀産業機構
　中小企業支援センター
　経営支援課
　　　TEL 076-444-5605

トライアル発注認定制度
（新事業分野開拓事業者認定事業）

１．対象
　新商品・新サービスの開発によって新たな
事業分野の開拓を図るベンチャー企業、中小
企業者等
２．内容
　当該事業者の新商品・新サービスを県が認
定し、随意契約で優先的に調達、利用後の意
見をフィードバック
３．お問い合わせ
　富山県知事政策局創業・ベンチャー課
　金融係　TEL 076-444-3248

現場の技術・技能伝承支援事業

１．内容
　現場の技術・技能の可視化や、人材育成方
法等の習得を図る研修事業を実施
２．お問い合わせ
　富山県商工労働部労働政策課
　　　TEL 076-444-3256

能力開発セミナー（通年）

　県が予めメニューを作成するレディメイド
型訓練、企業ニーズに応じ実施するオーダー
メイド型訓練を実施。仕事に必要な専門知識
の習得や技能の向上、各種資格取得など幅広
い分野の講習を実施

１．高度技能人材育成講習
　熟練技能者等の活用により、中小企業在職
者のものづくり技能の向上を図る研修を実施
２．グローバル人材育成講座（通年）
　ものづくり企業の海外展開を担う人材の
育成ニーズに対応した多様な短期研修講座
を実施
３．お問い合わせ
　富山県技術専門学院　TEL 076-451-8802

職業能力開発に関する支援03
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技術開発への支援

１．対象
　技術力向上と新商品開発に取り組む県内企
業
２．内容
　（1）技術支援：技術相談、技術指導、依頼

試験、設備利用
　（2）研究開発：共同研究
　（3）技術者育成：研修生受け入れ、研究会

の開催
　（4）技術情報の提供：技術情報誌の発行、

テクノシンポジウムの開催、施設見学
３．お問い合わせ
　富山県産業技術研究開発センター
　　　TEL 07664-214-2121

ものづくり研究開発支援事業
（とやま中小企業チャレンジファンド）

１．対象
　新商品・新技術の研究開発等による競争力
強化の取り組みを行う中小企業者及び中小企
業者のグループ
２．内容
　新商品・新技術の研究開発に要する経費の
一部を助成
３．補助率・補助限度額
　（1） 補助率　 1/2以内
　（2）補助限度額　2,000千円
４．お問い合わせ
　（公財）富山県新世紀産業機構
　イノベーション推進センター
　連携促進課  
　　　TEL 076-444-5607

産学官オープンイノベーション推進事業

１．対象
　企業と大学又は公設試験研究機関等の産学

官で構成される研究グループ
２．内容
　成長産業分野（バイオ、医薬工連携、航空
機、次世代自動車、ロボット、ものづくり、
深層水、環境・エネルギー、ナノテク）の産
学官連携による技術開発や新製品開発を促進
するため、産学官の研究グループから研究開
発課題の提案を募集し、優れた提案の実施
を委託
　（1）新商品・新事業創出枠

大学や公設試験研究機関と連携し、新
商品・新事業を創出する応用研究開発

（ラボスケール）を支援
　（2）新ものづくり戦略推進枠

先端技術の実用化に向けた製品開発
（パイロットスケール）や事業化、CNF・
高機能素材等の研究開発を支援

３．委託限度額・委託期間
　（1）委託上限額 2,000千円
　　　最長２ヵ年度
　（2）委託限度額　5,000千円
　　　最長２ヵ年度
４．お問い合わせ
　（公財）富山県新世紀産業機構
　イノベーション推進センター
　連携促進課 　　
　　　TEL 076-444-5606

グリーン成長戦略分野研究開発支援事業

１．対象
　企業と大学又は公設試験研究機関等の産学
官で構成される研究グループ
２．内容
　国の「グリーン成長戦略」に掲げられた重
要分野のうち、原則として「洋上風力・太陽
光・地熱産業（次世代再生可能エネルギー）」、

「水素・燃料アンモニア産業」、「自動車・蓄
電池産業」に関連した、産学官連携による技
術開発や新製品開発を促進するため、産学官

技術開発を考えている方への支援04
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の研究グループから研究開発課題の提案を募
集し、優れた提案の実施を委託
　（1） 単独企業枠

県内企業1社と県内高等教育機関、公
設試等で構成される共同研究グループ

　（2）複数企業枠
複数の県内企業と県内高等教育機関、
公設試等で構成される共同研究グルー
プ

３．委託限度額・委託期間
　（1） 委託上限額 5,000千円
　　　最長３ヵ年度

　（2）委託限度額　10,000千円
　　　最長３ヵ年度
４．お問い合わせ
　（公財）富山県新世紀産業機構
　イノベーション推進センター
　連携促進課 　　
　　　TEL 076-444-5606 

知的財産権等に関する支援

１．対象
　特許、実用新案、意匠、商標等について知
りたい、相談したい中小企業者
２．内容
　（1） 相談等
　（2）情報提供
　（3）特許検索指導：特許情報プラットホー

ムの活用等、特許情報検索に必要な基
礎知識から活用の仕方まで助言

　（4）特許流通支援（特許流通コーディネー

相談等

１．対象
　事業承継の様々な問題でお悩みの中小企業者
２．内容
　（1） 親族内承継、役員・従業員承継、第三

者承継（M ＆ A）に係る種々の相談・
マッチング及び後継者人材バンクによ
る創業者とのマッチング

　（2）円滑な事業承継の進め方、事業承継計

タ）企業、大学、研究機関等の保有す
る特許の移転・導入を支援。県内企業
に対する開放特許の移転・導入支援、
特許流通に関する相談・指導を実施

　（5）講演会・講習会の開催
３．お問い合わせ
　各商工会議所・各商工会
　（一社）富山県発明協会（知財総合支援窓口）
　（（1）～（3）、（5））　TEL 0766-27-1150
　富山県知的所有権センター
　（（1）、（2）、（4））　 TEL 0766-29-1252

画の作り方、親族外承継の注意点など
事業承継に関する情報提供や助言を実施

３．お問い合わせ
　（1） 富山県事業承継・引継ぎ支援センター
　　（（公財）富山県新世紀産業機構内）
 　　　　TEL 076-444-5625
　（2）（独）中小機構北陸本部の相談窓口
　　　　TEL 076-223-5546

知的財産権等に関する支援

事業承継を考えている方への支援
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働き方改革・女性活躍の支援

１．内容
　（1） 企業と従業員のウェルビーイング創出

事業
　企業・団体の働き方改革や女性活躍の
取組を促進するため、専門の講師を企業
や団体に派遣します。「働き方改革推進」

「DX・テレワーク推進」「男性の育休取
得、家事・育児参画推進」「女性活躍推進」
等

　（2）中小企業の働き方改革モデル取組事例
創出事例

　県内の働き方改革を加速させるために
モデル企業を選定し、専門コンサルタン
トが業務の効率化を伴走支援、取組事例
集を配布

防災、減災、感染症対策促進事業
（とやま中小企業チャレンジファンド）

１．対象
　事業継続計画を策定している又は事業継続
力強化計画の認定を受けている中小企業者
２．内容
　防災、減災、感染症対策を強化する設備整
備費、設備移設費、感染症対策設備費等に要
する経費の一部を助成

　（3）イクボス企業同盟とやま
　イクボスや働き方改革に関する講演会
の開催、情報誌の発行等によって企業の
実践的な取り組みを支援

　（4）女性活躍・中小企業支援事業
　社会保険労務士が企業を訪問し、女性
活躍に関する現状把握や課題分析を支援
し、取組について助言

２．お問い合わせ
　（1）～（3）富山県少子化対策・働き方改革推進課
　　　TEL 076-444-3137
　（4）富山県女性活躍推進課
　　　TEL 076-444-3328

３．助成率・助成限度額
　（1） 助成率　 1/2以内
　（2）助成限度額　1,000千円
４．お問い合わせ
　（公財）富山県新世紀産業機構
　中小企業支援センター
　経営支援課  
　　　TEL 076-444-5605 

働き方改革を考えている方への支援

事業継続計画等に関する支援
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　育児・介護休業法（正式名称：育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関
する法律）は、男女ともに自ら（配偶者）に生まれた子供の育児や、家族の介護が必要な従業員に
対し、仕事と家庭の両立を支援するための法律です。
　少子高齢化が急速に進行する中、出産・育児等による労働者の離職を防ぎ、希望に応じて男女と
もに仕事と育児等を両立できる社会を実現するためには、「育児・家事は女性がするもの」「男性が
育児休業を取得するなんてありえない」といった考えや風潮を改め、社会全体での男性の育児休業
取得を促進することが求められています。
　今号の特集では、令和₄年₄月、10月、令和₅年₄月と₃段階で施行される育児・介護休業法改
正のうち、中小企業者が対応すべき内容について紹介します。

～ 令和 4 年 4 月 1 日から段階的に施行しています ～

特集２ 中小企業における「育児・介護休業法」改正への対応について

1. 雇用環境の整備及び個別周知・意向確認
措置を義務化（令和4年4月1日施行）

　事業主は、本人又は配偶者の妊娠・出産を
申し出た労働者に対して、個別に制度周知・
休業取得の意向確認を行う必要があります。
また、育児休業を取得しやすい職場環境の整
備は、全ての会社が対象となります。
男女を問わず、「育児休業」「出生時育児休業

（以下、産後パパ育休）」の申出が円滑に行わ
れるようにするため、必要な措置を講じなけ
ればなりません。
※産後パパ育休は令和4年10月1日から対象。

◆休業取得の意向確認
　本人又は配偶者の妊娠・出産等を申し出た
労働者に対して、事業主は育児休業制度に関
する次の事項の周知と、休業取得の意向確認
の措置を個別に行わなければなりません。

①育児休業・産後パパ育休に関する制度（制
度の内容等）
②育児休業・産後パパ育休の申出先
③育児休業給付に関する制度の内容等
④労働者が育児休業・産後パパ育休期間に負
担すべき社会保険料の取扱いについて

　周知及び意向確認の方法には、面談（オン
ライン可）や書面交付の他、労働者が希望し
た場合に限り、FAX もしくは電子メール等

（イントラネット、Web メール、SNS 等）で
の周知・意向確認が可能です。また、図１の
とおり労働者が希望の日から円滑に育児休業
を取得することができるように配慮し、適切
なタイミングで実施する事が必要です。

【図１】

労働者からの申出のタイミング 事業主からの周知・意向確認の実施時期

出産予定日の１か月半以上前の申出 出産予定日の１か月前まで

出産予定日の１か月半前から１か月前の間の申出 申出から２週間以内など、できる限り早い時期

出産予定日の１か月前から２週間前の間の申出 申出から１週間以内など、できる限り早い時期

出産予定日の２週間前以降や、子の出生後の申出 できる限り速やかに
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◆雇用環境整備
　育児休業と産後パパ育休の申出が円滑に行
われるようにするため、事業主は①～④のい
ずれかの措置を講じる必要があります。また、
措置を講じる際は、短期はもとより1か月以
上の長期の休業の取得を希望する労働者が、
希望するとおりの期間の休業を申出・取得で
きるように配慮が必要です。

＜ 対象者 ＞
　妊娠・出産等の申出をした労働者（本人又
は配偶者）

＜ 内 容 ＞
①研修の実施
　全従業員を対象とすることが望ましいです
が、少なくとも管理職についてはマタニティ
ハラスメント及びパワーハラスメント防止の
ために、研修を受けたことがある状態にして
ください。
②相談体制の整備等（相談窓口の設置）
　窓口を形式的に設けるだけではなく実質的
な対応窓口を設け、従業員が相談できるよう
に周知を行い、利用しやすい体制を整備して
ください。
③育児休業・産後パパ育休取得事例の収集・
提供

　自社の育児休業取得事例を収集し、その事
例が掲載された書類の配布やイントラネット

（企業内 LAN）に掲載し、従業員が閲覧でき
るようにしてください。また、提供する取得
事例が特定の性別や職種、雇用形態等に偏ら
ないよう可能な限り様々な労働者の事例を収
集・提供し、特定の者の育児休業の申出を控
えさせることに繋がらないように配慮してく
ださい。
④育児休業・産後パパ育休制度と育児休業取
得促進に関する方針の周知

　育児休業に関する制度や、育児休業の取得
促進に関する会社の方針を記載したものを、
従業員へ周知してください。

2. 有期雇用労働者の取得要件の緩和
　 （令和4年4月1日施行）

　これまで期間を定めて雇用される労働者
（有期雇用労働者）が育児休業及び介護休業
を取得する場合には、雇用されている期間が
１年以上であることが取得要件となっていま
したが、今回の改正により育児休業・介護休
業いずれも有期雇用労働者の取得要件が緩和
されました。

※育児休業・介護休業の取得要件の「₁歳₆
か月までの間に契約が満了する事が明らか
でない」については改正前から変更はあり
ませんが、次のポイントにより判断します。 

（育児休業の場合）
⑴引き続き雇用された期間が₁年以上
⑵₁歳₆か月までの間に契約が満了する

ことが明らかでない
（介護休業の場合）
⑴引き続き雇用された期間が₁年以上
⑵介護休業開始予定日から起算して、93

日経過日から₆か月を経過する日まで
に契約が満了することが明らかでない

育児休業・介護休業いずれも、
⑴の要件を撤廃し、⑵のみに

※無期雇用者と同様の取り扱い
（引き続き雇用された期間が₁年未満の
労働者は労使協定の締結により除外可）

※育児休業給付についても同様に緩和

改 正 前

改 正 後
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・育児休業の申出があった時点で、労働契約
の更新がないことが確実であるか否かによ
り判断します。

・事業主が「更新しない」旨の明示をしてい
ない場合は、原則として「労働契約の更新
がないことが確実」とは判断されません。

3. 出生時育児休業（産後パパ育休）の創設
（令和4年10月1日施行）

　出生時育児休業（以下、産後パパ育休）は、
出産する女性以外の男性・養子を迎える女性
が、子の出生後₈週間以内に、最長₄週間（28
日）まで取得することができ、通常の育児休
業等とは別の制度として利用できる新たな制
度です。
　この制度は、男性の育児休業取得促進のた
めに、男性の育児休業取得ニーズが高い子の
出生直後の時期に、これまでの育児休業より
も柔軟で休業を取得しやすい枠組として設け
られました。
　産後パパ育休を育児の入口と位置づけ、育
児の大変さや喜び等を男性自身が実感するこ
とで、その後の育児への関わり方、更なる育
児休業の取得や休業後の働き方の見直しが期
待されています。

　企業側は育児と仕事の両立に関する方針
や、取組（休業前後の面談、休業中の情報提
供、職場復帰前後の研修、キャリア開発等）
を示すことで、「育児休業がキャリアに支障
をきたすのではないか」という労働者の不安
を払拭するために有効です。
　従来の育児休業と同様に、労働者が容易に
取得できるように、事業所にあらかじめ制度
を導入し、就業規則の整備等必要な措置を講
じなければなりません。

＜ 申出期限の延長 ＞
　産後パパ育休の申出期限は原則２週間前と
なっていますが、次の事項を労使協定で定め
ることにより、現行の育児休業と同様に１か
月前までとすることができます。
⑴雇用環境の整備等の措置の内容
⑵産後パパ育休の申出期限（₂週間超から₁

か月以内に限る）

＜ 産後パパ育休中の就業 ＞
　労使協定を締結することにより、産後パパ
育休期間中も就業させることが可能です。た
だし、休業中は就業しないことが原則である
ため、休業中の就業を認めないことも可能で
あり、この場合は労使協定の締結は不要です。
　事業主は労働者に対して就業可能日等の申
出を一方的に求める事や、労働者の意に反す
る様な取り扱いをしてはいけません。また、
同意した就業日等については、産後パパ育休
の開始予定日前日までは、労働者は事由を問
わず同意の全部又は一部撤回が可能です。休
業開始日以後は特別な事情がある場合に限
り、労働者が撤回可能です。
　産後パパ育休は、子を養育するための休業
であるため、子の養育を果たせないような形
で休業中に請負で働くことは、休業の趣旨に
そぐわないため留意が必要です。

産後パパ育休と育児休業の分割取得の概要

産後パパ育休
（R4.10.1 〜）

育休とは別に取得可能

育児休業制度
（R4.10.1 〜）

育児休業制度
（現行）

対象期間
取得可能日数

子の出生後8週間以内に
4週間まで取得可能

原則子が1歳
（最長2歳まで）

原則子が1歳
（最長2歳まで）

申出期間 原則休業の2週間前まで 原則1か月前まで 原則1か月前まで

分割取得
分割して2回取得可能

（初めにまとめて申し出
ることが必要）

分割して2回取得
可能（取得の際に
それぞれ申出）

原則分割不可

休業中の
就業

労使協会を締結している
場合に限り、労働者が同
意した範囲で休業中に就
業することが可能

原則就業不可 原則就業不可

１歳以降の
延長

育休開始日を柔
軟化

育休開始日は1
歳、1歳半の時点
に限定

１歳以降の
再取得

特別な事情がある
場合に限り再取得
可能

再取得不可
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4. 育児休業の分割取得について
　 （令和4年10月1日施行）

　これまでの制度では原則として育児休業の
分割取得はできませんでしたが、今回の改正
により、10月以降は産後パパ育休の期間とは
別に、育児休業を₂回まで分割して取得でき
るようになります。これにより、男性は子が
₁歳になるまでの間に、最大₄回（産後パパ
育休期間中に₂回、それ以降に₂回）に分け
て育児のための休業を取得できるようになり
ます。
　これにより、配偶者の復帰のサポートや、
自身の仕事の事情に合わせて、より柔軟に育
児休業を取得できるようになることが期待さ
れています。

5. 育児休業等を理由とする不利益取扱いの
禁止・ハラスメント防止

　育児休業等の申出・取得を理由に、事業主
が解雇や退職強要、正社員からパートへの契
約変更等の不利益な取り扱いを行うことは禁
止されています。今回の改正により、妊娠・
出産の申出をしたこと、産後パパ育休の申出・
取得や期間中の就業を申出・同意しなかった
こと等を理由とする不利益な取り扱いの禁止
が追加されています。
　事業主には、上司や同僚からのハラスメン
トを防止する措置を講じる事が義務付けられ
ています。

6. 更に詳しい情報、お問合せ先

◆ 育児・介護休業法の詳しい内容
　厚生労働省のホームページには、法改正関
連情報や、育児休業促進等に関するセミナー
等の情報を掲載しています。

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/
bunya/0000130583.html

◆ お問合せ先
　富山労働局 雇用環境・均等室
　　TEL　076-432-2740

【出典】
育児・介護休業法 令和₃年（2021年）改正内容の解説　（厚生労働省）
改正育児・介護休業法 対応はおすみですか？（中小企業事業主向けリーフレット 厚生労働省）

【改正後の働き方・休み方のイメージ】
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富山県インテリア事業協同組合さんよりこんにちは

組合紹介

　近年、人々の価値観の多様化に伴いライフスタイルが変化するなか、快適でこだわりを持った空
間の創出が求められています。また、「防炎ラベル」や「防火壁装ラベル」を防炎対策として施し、
安心・安全な居住環境づくりを提供する事が重要となっています。
　今回は、住まいやオフィス等の室内装飾を手掛ける事業者で組織される、富山県インテリア事業
協同組合さんを紹介いたします。

◆組合の沿革
　石油危機に端を発したインフレや、世界的
な経済不況による物価の高騰、金融引き締め
政策などにより厳しい経営環境の中、更に都
市建築物の不燃化に伴うインテリア製品の防
炎防火規制への対応が求められており、業界
で一致団結してこれらの課題に対応すること
を目的に昭和49年、富山県室内装飾事業協同
組合を設立しました。その後、県内の同種団
体と統合し組合員数を拡大、昭和53年に富山
県インテリア事業協同組合に改称しました。
設立以来、防炎ラベルの斡旋をはじめ、資材
の共同購買事業、技能向上を目的とした講習
会の開催など、組合員の経営の安定化及び業
界の発展に寄与すべく各種事業を推進してき
ました。

◆防炎・防火のある暮らしを
　日頃、私たちは燃えやすいものに囲まれて
生活していますが、火災は日常生活でのちょっ
とした失火が原因で発生してしまいます。そ
んな時に頼りになるのが、防炎物品です。防
炎性能を有する防炎物品は、火災の初期段階
では、火災の発生を防止し、延焼拡大を抑制・
阻止する効果があります。また、防炎効果に
より火災の成長を抑制することで、初期消火
や避難などの火災対応を行う貴重な時間的余
裕をもたらすことができます。昭和43年₂月
には、消防法改正による防炎規制によって、
高層建築や不特定多数の人が出入りする公共
建築などでは、防炎性能基準を満たした防炎
物品を使用する事が義務付けられています。
　県内では唯一、防炎物品であることを証明
する「防炎ラベル」や、防炎仕上げを施工し
た壁や天井などの防火性能を表示する「防火
壁装ラベル」を発行しています。この防炎ラ
ベルは、登録表示者として消防庁長官に登録
を受けた事業者のみが使用・貼付けすること
ができ、防火壁装ラベルは、防火壁装施工管
理者の資格
を持つ方だ
けが使用・
貼付けを行
う事ができ
ます。

◆人材の育成に注力
　組合では₈つの委員会を設けています。防
炎委員会では、防火壁装施工管理者の資格取
得・更新のための講習会の開催、工事・技能
委員会では、技能検定の実技試験に備え技術
研修を実施するほか、メーカーの協力を得て
床仕上施工や化粧フィルム工事などの技術講
習会等を企画し、施工技術の向上に取り組ん
でいます。
　平成30年から青年部のメンバーが中心とな
り、多くの学生に建設業に興味を持ってもら
うことを目的に「富山県高校建築志の未来授
業」に参加し、若手人材の確保に努めていま
す。富山県インテリア事業協同組合をはじめ、
建築大工、板金、瓦、左官、建具などの他業
種が連携して講師を務め、それぞれの業界の
魅力、職人の技の一端を体験してもらう企画
を通し、若手後継者の育成をはじめとした次
の時代を担う人づくりを進めています。

◆今後の取組み
　コロナ禍で自宅で過ごす時間が増えるとと
もに、リフォーム需要が高まっています。加
えて、快適で機能性のある住空間造りのニー
ズは高く、高度な技術や施工能力の更なる強
化が求められています。
　会員相互が知恵を出し合い、経営基盤の強
化を図りながら、顧客ニーズに応じた技術の
向上に積極的に取り組んでいきます。

◆組合概要
　組合名称　富山県インテリア事業協同組合
　設　　立　昭和49年₉月10日
　所　在　地　富山県富山市清水町五丁目₆番地
　理 事 長　小倉　孝之
　組合員数　134社
　TEL 076-422-1420　FAX 076-422-1490

富山県インテリア事業協同組合さんよりこんにちは

防火壁装ラベル防炎ラベル

未来授業で学生へ指導する様子
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　となみ乳業協業組合が製造するヨーグルト₃点が、富山県地域特産品として、令和₄年₃月25日
に富山県より認証されました。富山県ふるさと認証食品制度は、富山県内で生産される良質な農林
水産加工食品について基準を定めており、この基準を満たした食品に認証マーク（通称：E マーク）
をつけることを認める制度です。「富山ならではの味を楽しみたい」「安全・安心な食品を選びたい」
そんな皆様が、食品を選ぶ際の目印となっています。
　今回認定された商品の中には、富山県の老舗養蜂
園の国産はちみつを使用した商品もあり、これらは
県内スーパーで購入すること
が出来るほか、大手百貨店の
オンラインストアにおいても
取り扱われています。これか
らも、地域の皆様に愛され、
安全・安心・新鮮な牛乳をお
届けします。

　北陸では初開催となる「全瓦連技能グランプリ2022北
陸富山」が、富山県瓦工事業協同組合等が主管となり開
催されました。このグランプリは₂年に一度開催され、
富山県産業展示館テクノホール東館（富山市）を会場に、
全国から大会関係者や来場者ら約400人が参加しました。
　このグランプリは、業界の資質向上や技術の革新を図
り、時代に即した施工を確保することで、瓦の持つ優位
性を生かした技術の向上と、その技術承継を広く
アピールする事を目的に開催しています。当日は、
各地区の予選を勝ち上がった精鋭10名の選手が参
加し、₆時間の制限時間内で与えられた課題を基
に、仕上がりの美しさや技術、安全に配慮した作
業体制や作業態度など、日ごろ鍛えた施工技術を
披露しました。富山県からは富山県瓦工事業（協）
射水支部の橋爪雅之さんが県代表として出場し、全
瓦連理事長特別賞を受賞しました。
　今回は、徹底した新型コロナウイルス感染拡大防止対策として、入場者数を制限して開催した他、
競技会や開閉会式のライブ配信を行い、大盛況のうちに閉会となりました。

組合だより

富山県瓦工事業協同組合

となみ乳業協業組合

グランプリ開会式

競技の様子

国産はちみつを使用したヨーグルト

瓦技能グランプリ大会を富山（北陸）で初開催しました

富山県ふるさと認証食品制度に認定されました

富山県地域特産品
認証マーク（E マーク）
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中央会いんふぉめーしょん

渋谷和宏氏特別講演会を開催しました

チャレンジングカンパニー富山2023を開催しました

　₃月24日（木）、ホテルグランテラス富山（富山市）において、経済ジャーナリスト・
作家で日本テレビ「シューイチ」のコメンテーターとしてもお馴染みの渋谷和宏氏を講師
として迎え、特別講演会を開催しました。
　渋谷氏からは「日本経済～激変の時代に輝く組織・輝く人は～」と題して講演いただき、
長引く新型コロナウイルス感染症の影響による日本経済を取り巻く環境の変化や、変化に
打ち勝つための条件・スキルについて、実例を交えながらわかりやすくご講演いただきま
した。
　本講演会は、協同組合富山県ハイウェイサービスセンターとの共催及び富山県中小企業
経営モデル企業研究会からの協賛を得て開催し、現地及びオンラインでの開催により中小
企業の経営者ら約70名が受講しました。

　₃月10日（木）とやま自遊館（富山市）において、「チャレンジングカンパニー富山
2023合同企業説明会」を開催しました。この説明会は、県内中小企業の人材確保を目的に
毎年開催しており、当日は県内企業約40社の採用担当者と約50名の学生等が参加しました。
　多くの県内中小企業は、新型コロナウイルス感染拡大の影響で採用数が縮小した昨年度
から一転し、大企業を中心に採用意欲の高まりを受け、若手人材の確保難に直面している
ということもあり、当日会場では、ブースに訪れた学生に対して熱心に会社概要を説明し
たり、企業側から積極的に学生らにアプローチをする光景が見られました。

講師の渋谷和宏氏

合同企業説明会の様子

当日の会場の様子

企業側の説明に耳を傾ける参加者
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　本会では、下記のとおり職員の人事異動を行いましたのでお知らせいたします。

◦◦◦持分の譲渡加入について ◦◦◦

組合Q＆Ａ
　このコーナーでは、日ごろ中央会へ多く寄せられる事業協同組合等の運営に関する質問について
回答とともに紹介します。

　他人の持分の全部または一部を譲り受けて組合に加入しようとする者からも、加入金を取る
ことはできるか？？

　持分譲受加入の場合、持分調整金としての性格を有する加入金は徴収できないと考えられま
す。理由としては、持分譲受加入の場合、出資の払込手続きを必要としませんでしたので、定
款に定めた出資１口金額とこれに応ずる持分額との調整を行う必要が生じない（すでにこの点
を考慮して持分の譲渡価格が当事者間で決定されたものと考えられます）からです。

Q

A

 

 本会人事異動のお知らせ 

氏　名 新役職 旧役職

令和４年４月１日

楠　　　宗　久 事務局長
（流通・労働支援課長事務取扱）

佐　伯　真由美 工業支援課長 工業支援課主任

渋　谷　翔　一 総務課主事
（流通・労働支援課兼務） 総務課主事

竹　田　　　樹 工業支援課主事
（新規採用）

杉　本　　　凌 流通・労働支援課主事
（新規採用）

退　職（令和 ₄ 年 ₃ 月 31 日付）
　事務局長　　　　　　　　高　地　伸　一
　流通・労働支援課長　　　米　谷　孝　行
　工業支援課長　　　　　　菅　池　有　祐
　在職中は組合の皆様並びに関係機関の皆様には大変お世話になりました。
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　昔から「ほねつぎ」「接骨師」として広く知
られ、現在では、主に「接骨院」や「整骨院」
で治療を行う人を「柔道整復師」といいます。
それ以外にも柔道整復師の資格を持ち、病院で
勤務し治療にあたる者や、スポーツ分野でのト
レーナーや介護や福祉の分野で機能訓練指導員
として活躍する者もいます。
　柔道整復師は、高校卒業後、厚生労働省が許
可した専門の養成施設（三年間以上修学）か文
部科学省の許可した四年制大学で修学し、国家
試験を受け、合格すると厚生労働大臣免許の柔
道整復師となります。柔道整復師が行う施術を

「柔道整復術」と言い、業務として行えるのは
医師と柔道整復師に限られています。
　一般的には混同されやすい業種として、整体
やカイロプラテックなどがあげられますが、こ
れらの業種と明らかな違いは施術する人の資格
にあるのです。

　【情報提供　富山県柔道整復師協同組合】

　組合に入り₅年目、来るべき老後に向けて畠を始めました。家の前の小さ
な田圃を借りて耕土を入れ、その一角に農業用ハウスを拵え、ブルーベリー
やコナドリア（白イチジク）をポット栽培しています。畠ではエゴマを育て
ています。エゴマ油はオメガ₃脂肪酸を多く含み、搾った生油は、まさに黄
金色の輝きを発します。
　土日は、畠とハウスが私の居場所です。ブルーベリーは水が大好き、今は毎日、たっぷりと美
味しい水をやっています。エゴマは、成育にはあまり手間がかかりませんが、秋の収穫時は大変
です。刈取り、脱穀、乾燥、水洗と、その一連が全て手作業です。単純作業が好きな私だからこ
そ向くのでしょう。にわか農夫では、期待したようには実をつけてくれません。でも、消費生活
から離れて晴耕雨読な老後の日々を生きるには良さそうです。
　閑話休題、コロナ禍の中、エッセンシャルワーカーという言葉を知りました。まだ人が眠りに
ある早朝から道路除雪に汗を流したり、災害時には休み返上で復旧にあたったりと、地域建設業
を生業とする当組合員は、日々、社会インフラに関わっています。そんな私たちの悩みといえば、
若者がなかなか入らないことです。また、入ってもすぐに離職するケースも多いと聞きます。エッ
センシャルな我々地域建設業にどなたかよいアイデアがあればお聞かせください、待っています。

事務局ペンリレー 『我がサスティナブルな
　　  明日（老後）に向かって』

入善建設業協同組合
事務局長 滝本 民夫 氏

「柔道整復師とは？？」ほっと一息
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元気印青年部・女性部

富山県中小企業レディース連絡会

富山県中小企業青年中央会

　富山県中小企業レディース連絡会は、令和４年
₃月24日（木）立山町にある Healthian-wood（ヘ
ルジアン・ウッド）にて、組合女性部・女性経営
者等セミナーを開催しました。Healthian-woodは、
日本最大級のハーブ園を備え、富山の自然や食・
人・文化を融合させた「美と健康の総合施設」で、
建築家の隈研吾氏が設計を手掛けたことでも知ら
れています。今回、この事業をプロデュースする
前田大介氏（前田薬品工業株式会社 代表取締役
社長）を講師に、「22世紀に向けた新しい村創り・
人創り」と題してお話いただきました。
　前田薬品工業株式会社は1966年に創業し、主にジェネリック医薬品及び OTC 医薬品の研究開発
及び製造を手掛けており、2017年からは医薬品の研究開発・製造ノウハウを活用してスキンケア商
品の企画開発、アロマオイル等にも着手し事業を広げ、2019年より Healthian-wood を開業してい
ます。
　セミナーでは地域活性化への思いや、事業を成功させるための視点として「やりたいこと、やる
べきこと、やれること」と「想いの純度と戦略の確度、洞察の深度」の擦り合わせが重要であると
述べられました。
　セミナー後、施設見学及びハーブティーのブレンド体験を行い終了しました。

　富山県中小企業青年中央会（富山 UBA）は令
和₄年₃月25日（金）、ボルファートとやま（富
山市）において、「消費税インボイス制度について」

「電子帳簿保存法の改正点について」をテーマに、
崎山強税理士（崎山税理士事務所 代表）を講師
に招き、組合青年部研修会を開催しました。
　研修会では、令和₅年10月から導入が開始され
る適格請求書等保存方式（インボイス制度）につ
いて、適格請求書発行事業者の登録申請手続きや
請求書を発行する際の留意点、電子帳簿保存法の
改正によるポイントについてわかりやく解説いた
だきました。
　研修会には組合青年部のメンバー約30名が参加し、質疑応答では参加者から活発に質問が飛び交
うなど、新たな制度導入に向け講師の説明に熱心に耳を傾けていました。

組合女性部・女性経営者等セミナーを開催しました

青年部研修会を開催しました

Healthian-wood 内でのセミナーの様子

研修会の様子



― 34 ―






